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研究成果の概要（和文）：本研究では、新技術のライセンス契約が、技術所有者と寡占市場における企業（潜在
的なライセンシー）との間で交渉を通じて締結される状況を理論的に分析した。まず、2部料金（一括払い料金
と従量料金の組合せ）による技術移転交渉の一般的なモデルを構築し、交渉の結果として実現する安定的なライ
センス契約の特徴を明らかにした。次に、複占市場において、技術所有者とライセンシーとの相対的な交渉力の
大きさが、ライセンス契約後の社会厚生に与える影響について考察した。

研究成果の概要（英文）：This study theoretically analyzes agreements on technology licensing that 
result from bargaining among a technology holder and firms (potential licensees) in an oligopoly 
market. First, I formulate negotiations on a two-part tariff (a combination of lump-sum fee and 
per-unit royalty) as a cooperative game model that includes the various situations studied in the 
literature, and show the properties of stable two-part tariffs that are realized through bargaining.
 Second, I examine the effect on social welfare of the relative bargaining power between a 
technology holder and a potential licensee in a duopoly market.

研究分野： 理論経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
技術の高度化・複雑化により、エレクトロ

ニクスや情報通信を中心とする産業では、製
品やサービスの製造及び提供の過程で多数
の技術が必要となる。これらの技術は、多く
の場合、複数の主体によって企業秘密や特許
権として所有されている。そのため、対価や
支払い方法についての契約を結び、技術の使
用を許可するライセンス契約を通じて、企業
間で技術移転が頻繁に行われている。 
上記のような技術移転の理論研究では、分

析対象の新技術を使用可能な潜在的使用者
が寡占市場で競争する企業であると仮定し、
非協力ゲーム理論を応用して盛んに行われ
てきた。（Kamien and Tauman (1986)など。）
それらの研究の多くは、「技術所有者がその
技術の使用料（ライセンス料）を全て（また
は一部）の寡占市場で競争する企業（潜在的
な使用者）に提示し、提示されたライセンス
料で技術を使用するか否かを各企業は同時
に決定する（take-it-or-leave-it offer）」と
モデル化している。しかし、現実には、技術
所有者と潜在的な使用者が交渉を通じてラ
イセンス料を決定する状況も観察されるこ
とがあり、非協力ゲーム理論の枠組みから分
析された先行研究では、ライセンス契約にお
ける交渉という側面が考慮されていない。 
そこで、「新技術のライセンス契約におけ

る交渉」という側面を明確にモデル化し、分
析するために、私はこれまでに協力ゲーム理
論の枠組みから、ライセンス契約の研究を行
ってきた。非協力ゲーム理論を応用した先行
研究では、潜在的な技術の使用者である企業
が競争する市場構造（需要関数や費用関数な
ど）を特定化し、そのもとで技術移転が技術
所有者の利潤や社会厚生に与える影響を分
析し、市場構造ごとに様々な経済的な含意を
明らかにしてきた。しかし、協力ゲーム理論
を応用した多くの先行研究（Watanabe and 
Muto (2008)や Kishimoto and Watanabe 
(2014)など）では、非協力ゲーム理論の先行
研究で扱われていた市場構造を包含する、よ
り一般的なモデルを構築し、そのモデルに協
力ゲーム理論の様々な解概念を適用するこ
とで、適用する解概念によってライセンス料
交渉の結果がどのような影響を受けるのか
を主眼に分析が行われてきた。 
したがって、協力ゲーム理論を応用した先

行研究では、様々な市場構造の下で技術移転
交渉の結果を分析できる枠組みを提示した
のみで、具体的な市場構造を仮定した分析で
はない。そのため、「特定の市場構造がライ
センス料交渉の結果に与える影響」に関する
知見はあまり得られていない。様々な市場構
造を特定して交渉の結果を分析することに
より、現実に行われている交渉を通じた技術
移転が各経済主体の利潤や社会厚生に与え
る影響を理論的に明らかにし、経済的な含意
を得る必要がある。 

２．研究の目的 
 
 本研究は、寡占市場で競争する企業と技術
所有者との間で交渉を通じて締結される新
技術のライセンス契約を、協力ゲーム理論を
応用して分析する理論研究である。交渉を通
じた技術移転に関する先行研究では、寡占市
場の様々な構造を包含する一般的なモデル
を構築し、分析が行われていた。しかし、具
体的な市場構造を仮定した分析ではないた
め、寡占市場が持つ特有の構造が交渉結果に
与える影響を分析できていない。そこで、本
研究では、寡占市場において企業が生産する
製品間で差別化が存在するか否かなど、寡占
市場が持つ特有の構造が技術移転交渉の結
果として達成されるライセンス料、技術移転
される企業数（ライセンシー数）、社会厚生
（消費者余剰と生産者余剰の和）に与える影
響のモデル分析を行う。そして、特定の市場
構造の下で得られる経済的な含意を明らか
にし、現実社会で実施される政策を立案する
ための基礎を与えることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、新技術のライセンス契約を扱

った理論と実証の先行研究を幅広く調査す
ると共に、分析に用いるゲーム理論に関する
研究結果の調査を行った。また、研究課題に
関連する学会や研究会に参加し、参加者との
議論を通じて、最新の研究動向や研究結果を
把握した。これらの調査によって得られた知
識をもとにして、ゲーム理論を応用して、次
の内容に関するモデル分析を実施した。 
 
(1) 交渉を通じた 2 部料金による新技術のラ
イセンス契約の分析。 

 2 部料金（一括払い料金と従量料金の組合
せ）による交渉を通じた新技術のライセンス
契約を、協力ゲーム理論を応用してモデル化
し、交渉の結果として達成されるライセンス
料や技術移転される企業数、社会厚生などを
考察する。（研究成果(1)と(2)に対応。） 
 
(2) 製品差別化の有無が交渉を通じた新技術
のライセンス契約に与える影響の分析。 

 寡占市場において企業が生産する製品間
に差別化が存在しない場合とする場合を分
析し、製品差別化の程度が、交渉を通じて締
結される新技術のライセンス契約に与える
影響を考察する。（研究成果(2)と(3)に対応。） 
 
４．研究成果 
 
(1) 寡占市場における交渉を通じた 2 部料金
による安定的なライセンス契約の研究。 

 寡占市場で競争する企業（潜在的なライセ
ンシー）に対する交渉を通じた技術移転の分
析において、2 部料金（一括払い料金と従量



料金の組合せ）によるライセンス契約を一般
的な枠組みで理論的に考察した先行研究は
存在しなかった。しかし、Rostoker (1984)
などの実証研究では、新技術のライセンス契
約において 2部料金が現実に広く使用されて
いることを指摘しており、技術移転における
2 部料金の交渉を一般的にモデル分析する枠
組みの構築が必要であると考えた。 
そこで、本研究では、非協力ゲーム理論を

応用した多くの先行研究で仮定されている
寡占市場の構造（需要関数の特徴や製品が差
別化されているか否かなど）と技術所有者の
形態（技術所有者が生産者か否か）を包含す
る一般的なモデルを構築し、寡占市場の様々
な状況における 2部料金を通じた技術移転交
渉を考察できるようした。また、構築したモ
デルを適切に分析するために、協力ゲーム理
論における支配（提携による逸脱）の概念を
信憑性のあるもののみに絞り、それを用いて
既存の解概念であるコアを修正した「拒否耐
性を持つコア」を新たに定義した。そして、
構築したモデルに拒否耐性を持つコアを適
用することにより、交渉の結果として実現す
る安定的なライセンス契約が存在する条件
とその契約における 2 部料金の特徴、安定的
なライセンス契約の中で技術所有者の利潤
が最大となるライセンシー数を分析した。 
本研究の主要な結果は、次の通りである。

(a) 技術所有者の利潤とライセンシーの総余
剰との和を最大にするライセンシー数と等
しい数の企業と技術所有者が交渉を行う場
合、安定的なライセンス契約は必ず存在する。
(b) 交渉を通じて締結される安定的なライセ
ンス契約の中で、一括払い料金のみでライセ
ンス契約を締結する状況は、従量料金のみの
場合や一括払い料金と従量料金を組み合わ
せた契約を締結する場合と比較して、限定的
である。 (c) 技術所有者の利潤とライセンシ
ーの総余剰との和を最大にするライセンシ
ー数が潜在的なライセンシー数の半分以下
であると仮定する場合、そのライセンシー数
と等しい数の企業と技術所有者が交渉した
とき、安定的なライセンス契約の中で、技術
所有者の利潤が最大となるライセンス契約
が交渉の結果として必ず締結される。(d) 結
果(c)の仮定が成立しない場合でも、技術所有
者は、自分の利潤とライセンシーの総余剰と
の和を最大にするライセンシー数と等しい
数の企業と交渉したほうが、それ以外の数の
企業と交渉するよりも、多くの利潤を獲得で
きる契約を交渉の結果として締結できる。 
このモデルの構築及び分析結果により、非

協力ゲーム理論を用いて 2部料金による新技
術のライセンス契約を分析した先行研究と
比較し、様々な状況下で交渉がライセンス契
約に与える影響を考察することが可能にな
った。特に、同質財の寡占市場を仮定した Sen 
and Tauman (2007)では、「一括払い料金の
みで契約する可能性はあるが、従量料金のみ
での契約は締結されない」という、本研究の

結果(b)とは異なる結果を示している。今後は、
本研究のモデルに市場構造などの仮定を具
体的に課して分析し、非協力ゲーム理論によ
る先行研究の結果と比較することで、交渉の
有無がライセンス契約に与える影響を明ら
かにする研究の発展が期待される。 
 
(2) ライセンス契約において、技術所有企業
の交渉力が社会厚生に与える影響の研究。 

 特許技術のライセンス料の決定要因を実
証分析した Sakakibara (2010)では、技術所
有者とライセンシーとの相対的な交渉力の
大きさに影響を与える要因が交渉を通じた
ライセンス料（特に、従量料金）の決定に影
響を与えていることを明らかにした。また、
Mauleon et al. (2013)は、技術所有者とライ
センシーとの相対的な交渉力が、交渉を通じ
て締結されるライセンス料に与える影響を
理論的に分析した。 
しかし、この交渉力がライセンス料の決定

を通じて社会厚生（消費者余剰と生産者余剰
の和）に与える影響は理論的に明らかにされ
ていない。そこで、本研究では、新技術のラ
イセンス契約において、技術所有者の交渉力
が社会厚生へ与える影響をモデル分析した。 
寡占市場の構造を「生産費用を削減する新

技術を保有する企業（技術所有企業）とその
ライバル企業（潜在的なライセンシー）が同
質財を生産し、数量競争を行う複占市場」と
具体的に仮定し、2 部料金でライセンス契約
が締結される状況を考えた。また、技術所有
企業と潜在的なライセンシーとの相対的な
交渉力の影響を分析するため、一般化ナッシ
ュ交渉解を解概念として用いた。一般化ナッ
シュ交渉解は、交渉力の影響をモデル分析す
る先行研究で利用される解概念であり、技術
所有企業が最大の交渉力を持つ場合のライ
センス契約を take-it-or-leave-it offer による
ライセンス契約（非協力ゲーム理論で頻繁に
分析される状況）として見なすことができる。
したがって、技術所有企業と潜在的なライセ
ンシーとの相対的な交渉力の大きさを変化
させることで、非協力ゲーム理論で分析され
た先行研究との比較も可能となる。 
本研究の主要な結果は、次の通りである。

(a) 技術所有企業と潜在的なライセンシーと
の相対的な交渉力の大きさに関わらず、一括
払い料金は利用されず、従量料金のみでライ
センス契約が結ばれることが明らかになっ
た。この結果(a)は、Wang (1998)や Sen and 
Tauman (2007)の非協力ゲーム理論による
分析結果だけでなく、両企業が同じ交渉力を
持つとして分析した Kishimoto and Muto 
(2012)の協力ゲーム理論による分析結果も包
含するものであり、先行研究の分析結果を交
渉力の観点からの一般化した結果になって
いる。(b) また、従量料金の額が大きくなる
ほど、社会厚生は減少し、交渉の結果として
締結される従量料金は、技術所有企業の交渉
力が大きくなるほど、増加することが示され



た。この結果(b)より、技術所有企業の交渉力
が最大となる take-it-or-leave-it offer による
ライセンス契約は、社会厚生の観点から最も
望ましくない状況であり、潜在的なライセン
シーも技術所有企業と対等な交渉力を持つ
状況の方が社会的に望ましくなる可能性を
示唆している。 
本研究は、同質財を生産し、数量競争を行

う複占市場に議論を絞り、上記の結果を導い
ている。一方で、生産する製品間に差別化が
存在し、価格競争を行う複占市場を扱った
Fauli-Oller and Sandonis (2002)では、ライ
センス契約が take-it-or-leave-it offer によっ
て締結された場合、締結する前と比較して社
会厚生が減少してしまう可能性があること
を明らかにした。本研究のモデルを含む数量
競争の状況下では、そのような結果は導出さ
れず、take-it-or-leave-it offer は、技術所有
企業が最大の交渉力を持つという極端な場
合である。そのため、今後は、製品差別化が
存在し、価格競争が行われる複占市場での技
術移転交渉をモデル化し、Fauli-Oller and 
Sandonis (2002)の結果が交渉力に関して頑
健であるか否かを分析する必要がある。 
 
(3) 複占市場における製品差別化が交渉を通
じた技術移転契約に与える影響の研究。 

交渉を通じた新技術のライセンス契約に
おいて、寡占市場で企業が生産する製品の差
別化の程度が、締結されるライセンス契約に
与える影響を分析した先行研究は存在しな
い。そこで、本研究では、「(2) ライセンス契
約において、技術所有企業の交渉力が社会厚
生に与える影響の研究」において、技術所有
企業とそのライバル企業（潜在的なライセン
シー）が複占市場において同質な製品を生産
する（製品差別化されていない）という仮定
を、両企業の製品が差別化されている状況を
含むように拡張したとき、研究(2)で得られた
分析結果がどのように変化するのかについ
て考察した。ただし、製品差別化の程度が与
える影響のみを明らかにするため、数量競争
を行うという仮定は維持している。 

製品が差別化されている（同質ではない
が代替関係にある）状況において、次の分析
結果が得られた。(a) 技術所有企業の交渉力
が（ある程度）大きい場合、一括払い料金と
従量料金を組み合わせたライセンス契約が
締結される。この結果は、研究(2)の結果(a)
とは異なるものであり、同質な製品を生産す
るという仮定が、従量料金のみでライセンス
契約を締結するという特殊な結果を導いて
いることが明らかになった。(b) しかし、研
究(2)の結果(b)で得られていた「技術所有企業
の交渉力が大きくなるにつれて、社会厚生が
減少する」という結果は、製品が差別化され
た場合も影響を受けないことが明らかにな
った。したがって、「技術所有企業の交渉力
が最大となる take-it-or-leave-it offer による
ライセンス契約は社会的に最も望ましくな

い」という結果は、製品の差別化に対して頑
健であることが明らかになった。 

本研究は、複占市場を仮定した分析であ
り、寡占市場における企業数の一般化という
市場構造の観点から分析できていない。その
ため、研究(1)で得られた知見を生かし、今後
は、製品差別化が存在する寡占市場に分析を
拡張することが望まれる。 
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